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国内外に預金・株式・不動産等をお持ちで税金のことが気になる方、銀行・証券会社等の方へ セミナーのご案内 

国外資産と国際課税 
 

                             主催：太陽グラントソントン税理士法人／太陽グラントソントン 

 

拝啓 時下ますますご清祥の段、お慶び申し上げます。 

平素は格別のお引きたてを賜り厚く御礼申し上げます。 

 

1998年 4月に外為法が改正され、国内外の資金の移動が自由になるに従い、財産の国外移転を行って

いる方に対する国税当局の姿勢は、法律が整備されるとともに年々厳しくなって来ています。 

特に 2014年 1月には国外財産調書制度、2015年 7月からは国外転出時課税制度がスタートしました。 

皆様の中には、税務署からの各種「お尋ね」や調査にどう対応したらよいか、お困りの方もいらっし

ゃるかと思います。 

当セミナーにおいては、最近まで国税局に勤務していた担当者が、国外資産の国際課税に関する法制

度、国税当局の動向、特に重要な制度の概要、国外資産の申告の要否、誤り易い事例などについて、来

年 1月 1日から変更になる公社債課税の話も交えながら、分かり易く解説いたします。 

敬具 

太陽グラントソントン税理士法人／太陽グラントソントン 

 

■開催概要 

日 時 2015年 11月 13日（金） 

15:30~17:00（受付 15：00） 

 

会 場 太陽グラントソントン税理士法人  

セミナールーム 

東京都港区北青山 1-2-3青山ビル 9階   

Tel：03-5770-8822 

定 員 50名 

＊定員になり次第締め切らせていただきます。 

参加対象 国内外に資産をお持ちの方、その方々を担当し

ておられる銀行・証券会社等の担当者の方など 

参 加 費 無 料 

お申し込み http://www.grantthornton.jp/library/seminar/index.html 
＊上記ホームページ 情報ライブラリ＞セミナー情報＞申し込み受付中 よりお申し込み下さい。 

＊お申し込み受付後、受講確認のご連絡を e-mailにてお送りします。 

お問合せ 太陽グラントソントン税理士法人 担当：辻 望  

Tel: 03-5770-8822 E-mail: info@jp.gt.com 

個人情報の取り扱いについて：お申込みの際にご記入いただきました個人情報は、太陽グラントソントン税理士法人のプライバシーポリシー

に従って適切に管理いたします。取り扱い・管理の詳細については、太陽グラントソントン税理士法人 Webのプライバシーポリシーをご覧く
ださい。http://www.gtjapan.jp/pvpolicy.html 

 

http://www.grantthornton.jp/library/seminar/index.html
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■プログラム 

15：00～ 開 場／受付開始  

15：30～17：00 

1 国外資産をお持ちの方に対する国際課税強化の動向(法整備) 国外送金等調書制度 

国外財産調書制度 

財産債務調書制度 

国外転出時課税制度 

国際相続の整備・強化 

国外証券等調書制度 

各国の協力体制の強化 

2 国税当局の体制(個人の国際関係) 国税当局の体制 

国内外資産所有者の管理体制 

3 特に重要な制度の概要 各種「お尋ね」とその対応 

国外送金等調書制度 

国外財産調書制度 

国外転出時課税制度 

4 国外資産の申告 為替差損益 

利子、配当、株式譲渡、公社債等 

インセンティブ報酬 

5 事例紹介(誤り易い事例)  

＊プログラム内容、講師については変更となる場合がございます。あらかじめご了承ください。 

 
 

■講師紹介 

阿部 行輝（あべ ゆきてる） 

 
太陽グラントソントン税理士法人 
ディレクター 税理士 

1977年から 2015年 7月まで、国税庁・東京国税局・税務署において税務調査・査察調査・税務

相談業務・広報業務に携わる。特に、日本人・外国人の国際課税に関する業務に長年携わると
ともに、税務相談室においては、国際課税のほか各種税目の相談業務に従事。2015年 9月より
現職。 

 

 

 

 

太陽グラントソントン税理士法人／太陽グラントソントン（グラントソントン加盟事務所） 

グラントソントンは、世界 130カ国以上・700拠点以上をネットワークする国際会計事務所グループです。日本では、太陽グラントソントン（太陽有限責任監査法

人、太陽グラントソントン税理士法人、太陽グラントソントン株式会社、太陽グラントソントン社会保険労務士法人、太陽グラントソントン・アドバイザーズ株

式会社）がグラントソントンの日本メンバーとして、国際水準の監査のほか、会計、税務、企業経営全般のコンサルティングサービスを提供しています。 

太陽グラントソントングループ www.grantthornton.jp 

 

税理士法人の主なサービス：国際/国内税務、グループ税制・連結納税スキーム設計、グループ間取引設計、税務リスク・スクリーニング、移転価格税制コンサル

ティング、企業再編・M&A トランザクション、中国ビジネスコンサルティング、税務訴訟、外資系企業に対する会計帳簿作成・給与計算、企業組織再編、クロス

ボーダー再編、株式公開 、資本戦略コンサルティング 、株価・事業価値評価、ファミリービジネス向け総合コンサルティング、ファミリーオフィスサービス、事

業承継対策、財団法人設立・運営コンサルティング、財務・業務管理システムの導入・運用コンサルティング http://www.gtjapan.jp 

 

海外ジャパンデスク 

世界主要都市に日本語対応可能なプロフェッショナルを配し、現地法人・支店等の監査をはじめ、新規海外進出、進出後の税務・会計規則へのコンプライアン

ス、M&A、また海外展開を戦略的に見直す場合のビジネスアドバイザリー等の幅広いサービスを日本語で提供しています。 

中国（北京、上海、広州/香港） インド インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール 台湾 タイ ベトナム 米国（NY、シカゴ、サンフランシスコ、ロサンゼルス、アーバイン） メキシコ 英国 

 

 


